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１　課題提起

筆者らは前稿「近現代日本における日雇労働市場－大阪の事例から－」（『経済学研究』第３

巻第２号，2016年）において，古典的な日雇労働市場（業者と日雇労働者が早朝から一定の場

所に集まって交渉・取引を行う）は戦前からみられたこと，そしてそれは戦後の高度成長期，

低成長期を経て今日に至っていることについて，大阪を事例として論じた。まさに近現代の１

世紀を貫く貴重な労働力として日雇労働は経済的機能を果してきたわけである。それに対して，

2000年代に注目された「日雇派遣」とか「スポット派遣」というのは，携帯やスマホといった

機器を介した業者と労働者のやり取りであって双方顔がみえないという特徴を有しており，そ

れらを前稿では「新型日雇労働市場」として区別した。その意味で，古典的なタイプは「旧型

日雇労働市場」を形成してきたといってよい。

その旧型日雇労働市場であるが，中長期的にみて縮小傾向にある。いいかえれば，そこに集

う日雇労働者の数が著しく低下してきているのである。この点についてデータをもとに検証し
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ておこう。まず，図表１は，産業別日雇（現金）求人 /紹介の推移である。時期は1961（昭和

36）年から2017（平成29）年までで，半世紀以上にも及んでいる。産業は，建設業，運輸業，

製造業が中心であり，運輸のなかにはかつて港湾関係も含まれていた。とくに，高度成長期に

運輸の比重が少し高くなるのはそのためであり，いわゆるコンテナ化が進むにつれて港湾は激

減するので，運輸はそれとともに比重が小さくなっていく。また製造には清掃や廃棄物処理的

なものが含まれたことがあった。

図表１をみると，いわゆるバブル経済期の膨張が示すように日雇もピークに達するのがわか

る。その後，関西では空港需要があったので，1990年代前半まではそれなりの数字を維持して

いった。しかしながら，90年代は平成不況の始まりの時期でもあり，景気は次第に冷え込んで

いく。また，日雇労働者の高齢化も目立つようになり，旧型日雇労働市場は縮小の途を歩んで

いくことになる。

もうひとつのデータとして，図表２もあわせて提示しておこう。これは，1992（平成４）年

度から2017（平成29）年度までの求人状況を示したものである。現金求人（日々雇用），契約求

人（期間雇用）とも段階的に減少し，2010年代以降は低位で推移している１）。このように，旧

型日雇労働市場は戦前期から追うと約１世紀も存続してきたことになるが，もはや以前のよう

な勢いを失ってしまったのは否めない。

しかしながら，それではなぜこれほど長期にわたって存続することが出来たのかということ

もあわせて考えておく必要がある。旧型日雇労働市場の健全な発展のためにどのような行政的

施策が取られてきたのか，とくに保護が必要な日雇労働者に対しての生活保障はいかに進めら

れてきたのか。本稿では，これまでの経緯を振り返りつつ，近年とりわけ問題視されつつある

日雇労働者のための社会保障，なかでも社会保険適用のあり方へと論を移していく。たとえ大

幅に縮小したといえども，まだ一定数厳然と存在する限り社会政策的にみて必要な手を打って

いかなければならないからである。

２　日雇労働者と社会政策

代表的な旧型日雇労働市場を有する大阪のケースをみると，日雇労働対策は戦前日雇労働者

問題が顕在化したときにその起源を有する。戦前の大阪が「東洋のマンチェスター」と呼ばれ

たことは余りにも有名であるが，当時日本経済の核となった大阪には西日本を中心に多くの労

働者が集まった。それとともに社会問題も頻発し，その対策の一環として大阪市社会部が発足

したのは1920（大正９）年のことであった。社会部は精力的に実態調査に従事し，その一連の

成果である社会部調査報告シリーズはよく知られている。その社会部が日雇労働市場の形成に

注目し，その深層に迫ったものが「日雇労働者問題」（1924年）の刊行である。これによって，

いわば「日雇労働市場」という概念なるものが析出されたといってよい２）。

当時，大阪市は都市社会事業を展開することによって，下層労働者やその家族のための施策
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を実行に移していった。そうした対策は＜都市＞社会政策として大きな注目を浴びたが，日雇

労働者の一部も恩恵に与ることができた。しかし，対象は市民，なかでも下層労働者全般であ

り，日雇労働者もそれらと接点をもったとはいえ彼ら独自の施策が積極的に打ち出されたわけ

では必ずしもなかった。そうした傾向はその後も続き，戦後期に入っても大きな変化があった

とはいえない。そうしたなかで，転機が訪れる。日雇労働者が集住していた大阪の「釜ヶ崎」

地区で暴動がおこり，それが契機となって日雇労働者対策が浮上した。そのひとつの指標が1962

（昭和37）年の西成労働福祉センター（以下，センターと略記）の設立である。

日雇労働市場が曲がりなりに成立していたとしても，そこはあくまで業者と日雇労働者が直

接対峙する場であり，長い間行政的な関与は行き届いていなかった。そうしたなかで，センター

の設立は日雇労働市場のあり方を改善していく役割を担うことになる。日雇労働者のための職

業紹介機能はその代表であり，業者と日雇労働者の間に入ることによって交渉・取引に絡むト

ラブルを未然に防ぐことになる。日雇労働の賃金や労働条件を記したプラカードの発行とその

効果は，近年におけるネットを通じた交渉・取引におけるトラブルの多発を想起すれば足りる

であろう。また必要に応じて職業相談にも対処してきており，弱い立場にある日雇労働者の労

働保護としては欠くことのできないものでもある。

センターは，一方である時期から日雇労働者のための技能講習も行なっている。仕事内容に

よっては技能を身に付けるために資格の取得が求められるからである。また，日雇労働者のな

かには多くの資格を取得して常用労働者に転身しようと考えている者もいる。その場合におい

ても資格の取得が大いに力を発揮することがある。具体的な講習として「スキルアップ型講習」

があり，建設機械，クレーン，フォークリフト等の操作を学ぶことになる。また「職種転換型・

常用就職型講習」として造園，林業，介護等の講習機会も用意されている。このように，セン

ターは日雇労働者に対するいくつかのメニューを実施することによって，最低限の労働条件を

確保，保障することに取り組んできている３）。

ところで，日雇労働者の高齢化が進んでいると述べたが，高齢で就労機会が激減した労働者

に対して，特別清掃事業が1994（平成６）年から大阪府と大阪市のジョイントで開始されてい

るが，センターはその窓口として機能している。当地域で就労活動を続ける55歳以上の労働者

が対象となる。希望者は登録制となっているので，その手続きをしたうえで輪番紹介を待つこ

とになる。月にもよるが，大体５，６回作業に従事することができればいい方である。１日の就

労に対しては，一定額の賃金が支払われる。月額ではわずかなものであっても，就労機会に出

会えることや生活費の足しにもなるので，登録希望者は非常に多い。その実態は，図表３が示

してくれている。旧型日雇労働市場から派生する事業として重要であり，注意を喚起しておき

たい。

他方，日雇労働者のための社会保障も存在する。この点は一般的にも十分知られていないよ

うに思われる。社会保険ということであれば，健康保険，雇用保険，労災保険がまずあがって

くる。これらは，特例として扱われているので，一般労働者のものと制度内容が異なっている。
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例えば，雇用保険を例にとると，保険料は一般保険料と印紙保険料の２つからなる。日々の労

働において支払われる賃金に対して，建設業の場合であれば，一般保険料は事業主1000分の８，

労働者1000分の４の乗率が掛かる。印紙保険料は労使折半となっている。一方，給付であるが，

受給ができるのは受け取り前の２ヵ月間に26枚以上の印紙が貼られていることが求められる。

そして，その印紙の等級や数によって給付金の額も異なってくる。このように，雇用保険ひと

つとってみても中身は極めて複雑であるが，それでも制度として厳然と存在していることを確

認しておく必要がある。

こうした日雇労働者の社会保険であるが，重要なのは制度が存在することと実際にそれらが

本当に適用されているかということである。それがしばしば問題になるということは，適切に

カヴァーされてきたとはいいがたいということである。しかしながら，その実態はこれまで十

分明らかにされてこなかった。この点について，先のセンターは毎年行ってきている事業所調

査の一環として，新たに社会保険の項目を設けることによりその実相に迫ろうとした４）。その

結果を見ると，不透明といわれた現実の姿が浮かび上がってくる。以下では，その事業所調査

をもとに社会保険関係の調査結果を中心に検討を行うが，社会保険の適用については行政サイ

ドの指導が2010年代に入ってから一部の産業で動き出してきているので，先にそのことに若干

ふれたうえで調査の主要な点を取り上げていくことにしよう。

３　調査結果からみた社会保険適用の実態

そのひとつの契機となったのが，建設業における社会保険適用についてである。建設業とい

えば，重層下請け構造やそれと密接に関係する雇用形態の複雑さにおいて産業特有の問題点が

指摘され続けてきた。とりわけ，建設業に従事する労働者への社会保険適用の不十分さは以前

から問題視されてきた。そうしたなかで，建設業の行政指導を管轄する国土交通省は2010年代

に入ってから，この課題に対して種々の手を打ち始めていく。例えば，2014（平成26）年には

「公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針」を改正し，社会保険未加入

業者を公共工事の下請業者から排除していくことを打ち出している。

一方，『社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン』（2016（平成28）年改訂）をみると，

社会保険加入にとって大きく関わる法定福利費の適正な確保が定められており，「社会保険の保

険料は，建設業者が義務的に負担しなければならない法定福利費であり，建設業法第19条の３

に規定する『通常必要と認められる原価』に含まれるものである」，「このため，元請負人及び

下請負人は見積時から法定福利費を必要経費として適正に確保する必要がある」とされている。

もともとこれが守られていれば，社会保険の加入につながる可能性は高くなるだろう。しかし，

実態は未加入が多く，それは建設業で働く労働者のセーフティネットの不備を意味する。いず

れにしても，近年ようやく対策が取られ始めたといわれるが，これまでその実情についてはほ

ぼ未解明のまま推移してきたといえる。
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上述したように，2018（平成30）年１月にセンターは2017年度の求人事業所の調査結果の公

表を行った。有効回答事業所数は163事業所であり，その地域区分は図表４のとおりである。大

阪府が全体の半数を占めているが，遠くは北陸の事業所も入っている。事業所の規模は，従業

員数でみるとおおよそ１人～100人，下請け実態も３次，４次，５次，あるいはそれ以降という

ようにかなり重層的な様相を呈しているとのことである。調査方法であるが，電話を利用する

形での直接取材を試みた。センターは毎年こうした事業所調査を行ってきているが，今回初め

て社会保険適用の実態に迫ったわけであり，これまでほとんどデータが得られていなかった領

域であるだけに，深層に迫るうえで実に価値のある調査となっている。そこで，以下適用に関

係する箇所をいくつか選び，その中身を検証していこう５）。

第１は，「社会保険加入者が入場の条件となる現場があるかどうか」についてである。これに

ついては134事業所から回答を得ることができた。「ある」と答えたのが90，「ない」と答えたの

が44であった。「ある」と答えた事業所に「現場」の工事内容を聞いたのが図表５である。

これに関連して一言ふれておけば，国土交通省からは先の「下請指導ガイドライン」が出さ

れており，それによると「遅くとも平成29年度以降においては，適切な保険に加入しているこ

とを確認できない作業員については，元請企業は特段の理由がない限り現場入場を認めないと

の取扱いにすべきである」としている。ただし，あくまでガイドラインという性格上縛りは弱

く，効果に繋がるためにはさらに規制を強めるしかないといえよう。

しかし，それにしても約３割の事業所が「ない」と答えている。この場合，本来もう少しキ

メの細かい分析が求められるだろう。そもそもその事業所の規模がどれくらいのところである

図表４　有効回答事業所の地域概要

有効回答事業所地域分布図
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大阪市【46】　堺　市【8】　茨木市【5】
岸和田市【4】　松原市【3】　豊中市【2】
東大阪市【3】　守口市【1】　大東市【2】
泉佐野市【1】　摂津市【1】　和泉市【2】
寝屋川市【1】　八尾市【1】　羽曳野市【2】
箕面市【1】　藤井寺市【1】　柏原市【1】
河内長野市【1】　南河内郡河南町【1】　大阪狭山市【1】
泉北郡忠岡町【1】　豊能郡能勢町【1】
尼崎市【15】　伊丹市【5】　宝塚市【3】
姫路市【2】　神戸市【3】　三木市【3】
川西市【3】　加古川市【2】　三田市【1】　高砂市【1】
京都市【7】　京田辺市【1】　八幡市【2】
城陽市【1】　久御山町【1】
甲賀市【2】　東近江市【2】　栗東市【2】
大津市【3】　野洲市【1】
奈良市【1】　葛城市【1】
生駒市【1】　香芝市【1】
津　市【3】　四日市市【1】
砺波市【2】
津島市【1】
金沢市【1】
隠岐郡隠岐の島町【1】

回答数 市町村内訳

出所：西成労働福祉センター「2017年度求人事業所調査まとめ」，2018年。
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のか，また現場といってもどのような工事内容のところであるのか，その２つの突合せが必要

となる。事業所の規模が小さいところほど，入場の条件として課せられることが少ないのか否

か。また，現場というとき，それは一体どのようなスケールのものであるのだろうか。このあ

たりの究明は，該当事業所のさらなる追跡調査でより鮮明にできるのではないかと思われる。

調査対象事業所が広域に跨っているので無理な点も存在するが，次回以降の調査でぜひとも掘

り下げていくべき箇所ではないか。

第２は，「元請けの社会保険理解度」についてである。まず，先の90事業所についての加入状

況であるが，医療保険についてみると，日雇健保15，国保37，協会けんぽ・健保組合53，となっ

ている（図表６，重複回答あり）６）。一方，年金についてみると，厚生年金31，国民年金46，

不明23，となっている（同上，重複回答あり）７）。各事業所ともさまざまな雇用形態が入り混

じっているので，医療保険と年金保険との間の整合性がとられていない事実は受けとめるしか

ないが，他方で元請側が社会保険を十分理解していないという問題が潜んでいるのではないか

という点も浮かび上がってくる。その一因として，図表７にみられるように，制度が実に細か

く分かれており，それに雇用形態，年齢区分が関与してくるからなおさらである。そのために

も，啓発を強化して元請側の理解度のアップを図るしかないであろう。

この調査結果では日雇健保は決して多くないことがわかった。それに対して，協会けんぽ・

健保組合が思ったより多いという印象を受けた。おそらく，規模の比較的大きいところがこう

した保険に加入しているのであろう。また国保もそれなりの数に達している。国保であれば，

自分自身のみの保険料支払いになる。それに対して，日雇健保や協会けんぽ・健保組合であれ

ば，使用者側の負担が入るので，本人負担は軽減される。それゆえ，この国保に加入している

労働者が実際はどのような雇用形態であるのかは興味の湧くところである。先に整合性のこと

にふれたが，国保であれば，年金は国民年金加入になる可能性が高いはずである。しかし，そ

の２つの数は一致していない。その背景は探る価値があろう。それは，協会けんぽ・健保組合

図表５　社会保険加入が条件となっている現場の割合

社会保険加入が条件となっている現場

公共工事 民間工事 公共・民間

35％

28％

37％

公共工事
30
35％

民間工事
24
28％

公共・民間
31
37％

回答
85
100％

社会保険加入者が条件となる現場（回答無５社除く）

出所：前掲書，p.7。
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加入者数についてもいえることである。本来であれば，この層は厚生年金と結びつくべきであ

るが，調査結果では必ずしもそうなっていない。この点もさらなる掘り下げが求められよう。

第３は，「元請からの法定福利費の支払い」についてである。「ある」と答えた事業所は59，

「ない」と答えた事業所は78，回答なしは26，であった。「ある」と答えた事業所であるが，図

表８をみると，法定福利費支払いの金額が全額19，一部39，不明１，であった。また「ない」

と答えた事業所のうち請求を行っている５，行っていない61，不明12，となっている。すでに

ふれたように，元請側は法定福利費を原価に含めるべきものとされているが，実態は極めて厳

しいものがある。規定通り満たされていれば，自ずから社会保険加入状況は大きく変わってく

る。元請に対して「請求を行っていない」事業所が結構多く存在しているが，元請との上下関

係に規制されてのことであろう８）。

社会保険適用の前進のためには，この法定福利費の支払いは極めて重要である。社会保険料

が傾向的に上昇してきているなかで，それが完全に支払われているか否かは下請にとって決定

的だからである。逆に，元請側はこの重要性を深く認識しなければならない。調査結果が物語っ

ているのは，極めて劣悪な現状である。こうした点に行政サイドはしっかりと目を向けなけれ

ばいけない。そして，必要な行政指導を迅速に行わなければならない。工事を発注する側も，

原価計算において法定福利費が算入されているかどうかのチェックを厳格に行うようにすべき

である。これは決してむつかしいことではない。ある意味ではあたりまえのことである。それ

にもかかわらず，これまで放置されてきていること自体がこれまた大きな問題である。

さて，以上事業所調査をもとに社会保険適用の実情を探ってきた。本データには様々な事業

所や労働者の雇用形態が入り混じっているので，本稿が主な対象とする日雇労働者との照合を

厳密に把握するのはむつかしいところがある。しかしながら，たとえそうした制約があるにし

ろ，建設業における社会保険適用の実態からすれば彼らに極めて厳しい現実が実在しているこ

とは十分推察することができる。より正確な事実把握のためにもこうした調査の精度を高めて，

図表６　社会保険の加入状況
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出所：同上書，p.9，より一部修正。
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実相を剔抉していくほかないであろう。とはいえ，旧調査項目に加えて，新たに社会保険に関

わるテーマを設定し，調査を試みたセンターの担当者の優れた業績は大いに評価すべきもので

ある。今後，調査内容を一層工夫改善することによって，当問題の真髄に迫ることを願うばか

りである９）。

一方，国レベルの政策面をみると，建設業での改善方向が打ち出されてきてからまだ10年も

経過していないことがわかる。いいかえれば，長年放置されてきた分野であったことを物語っ

ている。そのためにも，確かな調査データを積み重ねていく必要がある。国土交通省としても，

関連調査をこれまで以上に推し進めることが求められる。実態を把握せずして，政策に有効性

は付与されないからである。本テーマは国土交通省だけでなく，厚生労働省にも密接に関係す

るものである。それもあって，２つの省は人材確保のために建設業における「働き方改革」と

関連させて「社会保険加入の徹底・定着」をアピールしている。単なる掛け声に終わらせない

ためにも，実績を生み出すべきである。

４　むすびにかえて

これまで日雇をはじめとして様々な雇用形態が入り混じる建設業を例に，労働者の社会保険

適用の実態を探ってきた。調査結果からは，期待値からまだまだ程遠い状況が浮かび上がり，

おそらく社会保険未加入のリスクが現実化している労働者も少なからず存在するのではないか

と推察されるに十分なデータが突きつけられている。大阪の場合，センターは年１回事業所懇

談会を開催し，事業所を運営するスタッフへの学習の場を設けている。そうした場を活用する

のはいうまでもないが，他方で調査の際連絡の取れた事業所に社会保険加入の必要性を粘り強

図表８　元請からの法定福利費の支払い状況
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く説いていくことも求められよう。国と出先機関，関係機関の相互協力なくして，この問題の

解決は極めて厳しいように思われる。

ところで，2017（平成29）年から日雇労働者の日雇労働被保険者から一般被保険者への雇用

保険の切り替えが進んでいる。これも，さほど表面化しているものではないが，事は極めて重

大である。その条件をみると，１）同一事業主のもとで日雇労働被保険者を２ヵ月連続で，18

日以上雇用した場合，２）同一事業主のもとで日雇労働被保険者を31日以上継続して雇用した

場合，となっている。一般被保険者に切り替われば，日雇労働被保険者手帳を戻さなければな

らない。一見，合理性を有するように思われるかもしれないが，現実は完全に常用雇用化＝正

社員化されているのかどうか，また雇用保険をはじめとして医療・年金も含めた社会保険全般

をルール通り適用されているのかどうかは，極めて危ういものがある。それは，今回の調査結

果をみても，おおよそ類推できるといってよいであろう10）。

雇用労働で請負とか派遣が増加し，非正規労働者の比重の異常な高さが指弾されている。完

全失業率の低さを政府はしばしば誇りにしているが，問題はその数字の中身である。かつてイ

ギリスのべヴァリッジ（W. H. Beveridge）は1944年に『自由社会における完全雇用』（Full 

Employment in a Free Society）を刊行した。現在におけるわが国の完全雇用の実態と，本書で論

じられている完全雇用のあり方とは質的に相当の違いがある。近年，政府の雇用・労働施策面

をみると一般受けするような軽い政策提言のスローガンが目立つが，言葉を選ぶときは学問的

な裏づけはもちろんのこと，統計データ的にみてものちの歴史検証にも十分耐えうることが要

求される。日雇労働等も含んだわが国での働き方改革は，もっと足元をしっかり見据えること

から始めなければいつまでも成果に繋がらないであろう。

＊ 本稿は2018年12月15日に行われた社会政策学会東海部会（於　名古屋経済大学）において報告したものに
加筆修正を施したものである。

注

１) 日雇とは１カ月以内の雇用を指し，１日限りの「日々雇用」と何日にも跨る「期間雇用」に分かれる。とくに「期
間雇用」が見落とされがちで，日雇といえば１日だけの雇用と思われることが多く注意を要する。

２) この点については，杉原薫・玉井金五編『増補版　大正 /大阪 /スラム－もうひとつの日本近代史－』新評論，
1996年（オンデマンド版　2008年），第６章，ならびに玉井金五『共助の稜線－近現代日本社会政策論研究－』
法律文化社，2012年，第11章，を参照されたい。

３) センターはこうした活動の全体をコンパクトにまとめた「労働者べんりちょう」という冊子を作り，日雇
労働者に配布している。ここには日雇労働者の労働・生活に関わる重要なことが網羅されている。また，
毎月「センターだより」を発行して日雇労働者に不可欠な情報を提供している。

４) 事業所調査は毎年センターによって行われており，日雇労働の実態に迫る貴重な資料・データとなっている。
しかし，これまで社会保険の領域に踏み込んだ記述はなされていなかった。

５) 本調査について，筆者らは２回（2018年９月10日，11月27日）聞き取りをしている。真摯に対応して下さっ
たセンターの米村嘉純，薬師神孝史，河内義明の３氏には厚くお礼申し上げる。また，米村氏はそれに先
立つ６月16日の社会労働研究会（大阪）で事業所調査そのものに関わる報告を行った。本稿は当日の配布
資料や討論からも多くを負うている。
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６) 協会けんぽ・健保組合が予想外に多いが，ここでいう健保組合はさまざまな規模の建設業関係者が加入す
る横断的な組織であると思われる。

７) 日雇独自の年金はないので，加入するとなると自ずから国民年金は重要な選択肢の一つとなる。しかし，
すべて本人負担となるのでとくに老齢年金の資格を得ることに困難が付きまとう。その結果，未加入等の
日雇労働者の老後保障が大きな問題となっている。

８) 仕事を受注するにあたって元請の存在は大きく，強く要求できない規模の小さな事業所の立場がみえてく
る。

９) 事業所調査で社会保険に立ち入ったことは非常に重要であり，これまでほとんど不透明であった実態が浮
かび上がったことの意義は極めて大きいものがある。センターの担当者の優れた成果である。

10) この雇用保険に関する問題状況について，筆者は早い時期に大西祥惠氏（国学院大学）から詳細な指摘を
受けた。また米村氏からも先の研究会で同様の報告に接した。この論点については両氏の貴重な教示によ
るところが大きい。




